
平成２４年４月５日 

 

株式会社 山陰合同銀行 

 

 

投資信託新商品の取扱開始について 

 

 

 山陰合同銀行（頭取 久保田 一朗）では、平成２４年４月１６日（月）より、下記の投

資信託の取扱いを開始しますのでお知らせします。 

 当行はこれからも、投資信託の商品ラインナップを充実させ、お客さまの幅広いニーズ

にお応えしてまいります。 

 

 

記 

 

 

１．取扱開始商品（商品概要は別紙をご参照ください。） 

商品名 委託会社名 

野村新興国債券投信 Ａコース（為替ヘッジあり） 

（毎月分配型） 

野村新興国債券投信 Ｂコース（為替ヘッジなし） 

（毎月分配型） 

野村アセットマネジメント株式

会社 

ダイワ日本国債ファンド（毎月分配型） 大和証券投資信託委託株式会社 

 

２．取扱開始日 

  平成２４年４月１６日（月） 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

山陰合同銀行
下線

http://www.gogin.co.jp/about/press2012/topi12-005a.html
http://www.gogin.co.jp/about/press2012/topi12-005b.html
http://www.gogin.co.jp/about/press2012/topi12-005c.html


 別紙  

商品概要 

商 品 名 

野村新興国債券投信 

 Ａコース（為替ヘッジあり）／Ｂコース（為替ヘッジなし） 

 （毎月分配型） 

委 託 会 社 名 野村アセットマネジメント株式会社 

商 品 分 類 追加型投信／海外／債券 

特 色 

○エマージング・カントリー（新興国）の政府、政府機関、もしくは

 企業の発行する債券（新興国債券）を実質的な主要投資対象とし、

通常の優良格付を有する債券に比べ高水準のインカムゲインの確保

に加え、金利や為替、信用力など投資環境の好転等によるキャピタ

ルゲインの獲得を目指します。 

○原則として為替変動リスクをヘッジ（低減）する「Ａコース」と、

原則としてヘッジしない「Ｂコース」があります。 

 「Ａコース」の実質組入外貨建資産については、新興国の自国通貨

建資産を除き、原則として為替ヘッジを行います。 

 ※当行では「Ａコース」と「Ｂコース」間でのスイッチングのお取扱いは行い

ません。 

○原則、毎月５日（休業日の場合は翌営業日）に決算を行い、利子・

配当等収益等を中心に安定分配を行います。ただし、基準価額水準

等によっては、売買益等が中心となる場合や安定分配とならない場

合があります。 

信 託 期 間 平成 28 年 3 月 7日まで（平成 8年 4月 26 日設定） 

主な投資リスク 債券価格変動リスク、為替変動リスク 

購 入 手 数 料 購入価額×3.15％（税抜 3.0％） 

信託財産留保額 １万口につき基準価額×0.3％ 

信 託 報 酬 純資産総額×年 1.701％（税抜年 1.62％） 

そ の 他 費 用 

売買手数料等、監査費用等を信託財産からご負担いただきます。これ

らの費用は運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限

等を表示することができません。 

※ご購入の際には、投資信託説明書（目論見書）、目論見書補足説明書等の内容を必ずご確

認ください。 

（続く次頁） 

 



商品概要 

商 品 名 ダイワ日本国債ファンド（毎月分配型） 

委 託 会 社 名 大和証券投資信託委託株式会社 

商 品 分 類 追加型投信／国内／債券 

特 色 

○わが国の国債に投資し、残存期間の異なる債券の利息収入を幅広く

確保することをめざして運用を行います。 

 原則として、最長 15 年程度までの国債を、各残存期間ごとの投資金

額がほぼ同程度となるように組入れます。このような運用手法を等

金額投資（ラダー型運用）といいます。 

○毎月 10 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行い、収益分配方針に

基づいて収益の分配を行います。 

信 託 期 間 無期限（平成 18 年 6 月 12 日設定） 

主な投資リスク 公社債の価格変動（価格変動リスク・信用リスク） 

購 入 手 数 料 購入価額×1.05％（税抜 1.0％） 

信託財産留保額 ありません。 

信 託 報 酬 純資産総額×年 0.735％（税抜 0.7％）以内 

そ の 他 費 用 

売買手数料等、監査費用等を信託財産からご負担いただきます。これ

らの費用は運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限

等を表示することができません。 

※ご購入の際には、投資信託説明書（目論見書）、目論見書補足説明書等の内容を必ずご確

認ください。 

 

 

 


